
■

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

事業概要

後期高齢者医療総務

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 後期高齢者医療事業 所管部局 健康医療部

1 所管
室課

国民健康保険課 事業名 後期高齢者医療総務事業

2 所管
室課

国民健康保険課 事業名 後期高齢者医療システム事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

外部化の実施により高い効果が見込める
業務は外部委託を進めてきた。今後も外
部委託するもの、ＤＸ化を進めるもの等
業務プロセス改善の検討を継続する必要
がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

限度額認定証等の印刷及び発送を行った。

・限度額認定証等交付件数
　令和３年度…10,292件、令和４年度…11,326件、
　令和５年度…11,242件

決算額
(千円)

4,083 30,606 25,397
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

標準準拠システムの構築に合わせ、滞納
処分機能等不足の機能追加を検討し、今
後も適正に制度を運用できるシステムの
構築に努める。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

後期高齢者医療システムの運用及び保守を行った。
決算額
(千円)

14,333 20,120 22,370
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

後期高齢者医療システム管理

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

国民健康保険課 被保険者保険料還付加算金事業

所管室課 事業名 所管室課 事業名

国民健康保険課 被保険者保険料還付事業

1/3



■

□ 有効性

■ 効率性

■ 公平性

□ 持続可能性

■

□ 有効性

■ 効率性

■ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

事業概要

後期高齢者医療資格収納事務

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 後期高齢者医療事業 所管部局 健康医療部

3 所管
室課

国民健康保険課 事業名 後期高齢者医療徴収事業

4 所管
室課

国民健康保険課 事業名 後期高齢者医療保険料滞納整理事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

今後も後期高齢者医療制度を適正に運用
する必要がある。
団塊の世代の後期高齢者医療制度への移
行により業務量が増加している。封入・
封緘業務において外部委託の拡大を行っ
た。さらなる業務プロセスの改善を進め
ていく必要がある。
納入者の利便性向上のため、口座振替の
Web申込やキャッシュレス決済の拡大を
図る必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

拡充

口座振替のWeb申込開
始、キャッシュレス決
済の拡大

後期高齢者医療被保険者証の送付及び納入通知書を送付するととも
に、収納に関して年齢到達者への口座振替を案内・推奨に努めた。

・後期高齢者医療被保険者数（年度平均）
　令和３年度…45,407人、令和４年度…47,643人、
　令和５年度…50,104人

・督促状
　令和３年度…6,131件、令和４年度…6,739件、
　令和５年度…7,370件

・口座振替不能通知
　令和３年度…505件、令和４年度…505件、
　令和５年度…463件

決算額
(千円)

29,056 47,944 39,274
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

保険料滞納者への催告事務は、保険料負
担の公平性を確保するため適切に実施す
る必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

後期高齢者医療保険料滞納者への保険料納付書及び催告書を送付し
た。

・催告書
　令和３年度…1,059件、令和４年度…1,001件、
　令和５年度…1,013件

決算額
(千円)

124 148 98
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

後期高齢者医療保険料滞納整理

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名

2/3



□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

事業概要

後期高齢者医療広域連合納付金支払

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 後期高齢者医療事業 所管部局 健康医療部

5 所管
室課

国民健康保険課 事業名 後期高齢者医療広域連合納付金支払事業

所管
室課

事業名

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

大阪府後期高齢者医療広域連合へ保険料及び市負担金の支払を行っ
た。 決算額

(千円)
5,494,223 5,953,971 6,248,781

※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

今後の実施計画
の方向性・内容

決算額
(千円)

※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

所管室課 事業名 所管室課 事業名

3/3



□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

今後の実施計画
の方向性・内容

決算額
(千円)

※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

所管
室課

事業名

事業概要

100.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

本事業は法定事業であるが、高齢化や医
療の高度化により医療費が増加してお
り、負担金の額も増加し続けている。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

高齢者の医療の確保に関する法律により、財政基盤の安定化を図る
ため、後期高齢者医療制度の運営を都道府県ごとにすべての市町村
が加入する後期高齢者医療広域連合が行うこととなった（平成２０
年４月１日）。
医療給付費の12分の１を市町村が負担することが定められており、
大阪府後期高齢者医療広域連合に対し、医療給付に係る市負担金及
び広域連合運営に係る市負担金の支払を行った。

決算額
(千円)

3,529,319 3,644,471 3,992,789
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
100.0 100.0

事業概要

後期高齢者医療広域連合負担金

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 後期高齢者医療事業（一般会計） 所管部局 健康医療部

1 所管
室課

国民健康保険課 事業名 後期高齢者医療広域連合負担金事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

1/1



■

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

国民健康保険課 一般被保険者還付加算金事業 国民健康保険課 退職被保険者等療養給付事業

国民健康保険課 退職被保険者等保険料還付事業 国民健康保険課 退職被保険者等療養費支払事業

所管室課 事業名 所管室課 事業名

国民健康保険課 一般被保険者保険料還付事業 国民健康保険課 退職被保険者等還付加算金事業

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

今後も国民健康保険制度の適正な運用を
維持するため、標準準拠システムの構築
を進めている。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

国民健康保険システムの運用、保守及び改修を行った。
決算額
(千円)

63,990 84,429 169,608
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

国民健康保険システム管理

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

2 所管
室課

国民健康保険課 事業名 国民健康保険システム事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

外部化の実施により高い効果が見込める
業務は外部委託を進めてきた。今後も外
部委託するもの、ＤＸ化を進めるもの等
業務プロセス改善の検討を継続する必要
がある。
レセプト点検など医療費適正化の取組を
進めることにより、医療費の増加に伴う
被保険者の負担をできる限り抑制してい
くことが必要である。

今後の実施計画
の方向性・内容

拡充

柔道整復療養費支給申
請における資格点検業
務等について、国保連
合会に委託を拡充

レセプトの内容点検等の各保険者で共通の事務について、国保連合
会に共同処理を委託した。これにより、医療費請求の誤りを修正
し、医療費の適正化を図った。
・基本処理等の処理件数
　令和３年度…1,200,071件、令和４年度…1,189,552件、
　令和５年度…1,155,716件

決算額
(千円)

93,119 133,230 127,450
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業概要

国保連合会関係事務、レセプト点検事務

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 国民健康保険事業 所管部局 健康医療部

1 所管
室課

国民健康保険課 事業名 国民健康保険総務事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

1/11



□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

国民健康保険課 退職被保険者等高額介護合算療養費事業 国民健康保険課 退職被保険者等後期高齢者支援金等分支払事業

国民健康保険課 退職被保険者移送費支払事業

所管室課 事業名 所管室課 事業名

国民健康保険課 退職被保険者等高額療養費給付事業 国民健康保険課 退職被保険者等医療給付費分支払事業

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

近畿２府４県の各市の国民健康保険事業に関する国への要望を取り
まとめるため、年１回の総会と年数回の幹事会を開催している。そ
の運営経費を負担した。

決算額
(千円)

3 3 3
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

近畿都市国民健康保険者協議会負担金

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

4 所管
室課

国民健康保険課 事業名 近畿都市国民健康保険者協議会負担金事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

被保険者数の減少により負担金の額は減
少傾向にある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

国民健康保険法に基づき会員となる保険者が共同して設立している
大阪府国民健康保険団体連合会に対し、規約に基づく負担金の納付
を行った。

決算額
(千円)

5,928 5,953 5,900
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業概要

国民健康保険団体連合会負担金

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 国民健康保険事業 所管部局 健康医療部

3 所管
室課

国民健康保険課 事業名 国民健康保険団体連合会負担金事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

2/11



□

□ 有効性

■ 効率性

■ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

■ 効率性

■ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

滞納状況に応じた納付指導、催告書送付
を行い収納率の向上を図っている。
滞納処分についての知識向上や、納付指
導力の向上など、職員のスキルアップが
課題である。
また、非強制徴収公債権や私債権につい
て今後催告に努める必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

拡充

非強制徴収公債権及び
私債権の催告、支払督
促申立の拡充

国民健康保険料の滞納整理に努めた。

・国民健康保険料催告書
　令和３年度…11,623件、令和４年度…18,814件、
　令和５年度…16,714件

決算額
(千円)

25,053 23,871 26,509
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

国民健康保険料等滞納整理

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

6 所管
室課

国民健康保険課 事業名 国民健康保険料等滞納整理事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

保険料の決定・更正通知及び督促状、一
斉催告書、納付額確認書の発送を外部委
託し、誤封入の防止や時間外勤務の抑制
等を図っている。
納入者の利便性向上のため、口座振替の
Web申込やキャッシュレス決済の拡大を
図る必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

拡充

口座振替のWeb申込開
始、キャッシュレス決
済の拡大

国民健康保険の基本となる加入、脱退、保険料の賦課・通知・収納
に係る業務を行った。

・国民健康保険加入世帯数（年度平均）
　令和３年度…43,228世帯、令和４年度…42,653世帯、
　令和５年度…41,346世帯

・督促状
　令和３年度…59,530件、令和４年度…58,917件、
　令和５年度…57,566件

・口座振替不能通知
　令和３年度…1,379件、令和４年度…1,430件、
　令和５年度…1,564件

決算額
(千円)

32,012 33,455 35,549
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業概要

資格賦課事務、収納事務

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 国民健康保険事業 所管部局 健康医療部

5 所管
室課

国民健康保険課 事業名 国民健康保険賦課徴収事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

一般被保険者が疾病や負傷により保険医療機関等で被保険者証を提
示し受診した場合の一部負担金を除く療養の給付に係る費用を負担
した。

　令和３年度…1,147,829件　令和４年度…1,138,148件、
　令和５年度…1,107,567件

決算額
(千円)

19,646,214 19,750,824 19,164,563
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

一般被保険者療養給付

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

8 所管
室課

国民健康保険課 事業名 一般被保険者療養給付事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

国民健康保険事業の運営に関する事項を
審議する協議会については国民健康保険
法に規定されている。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

国民健康保険法第11条第２項に基づき、国民健康保険事業の運営に
関する事項を審議する協議会を設置。
国民健康保険施行令第３条に基づき協議会は、被保険者を代表する
委員、保険医又は保険薬剤師を代表する委員、公益を代表する委員
及び被用者保険等保険者を代表する委員で組織。

【開催実績】
　令和３年度　３回、令和４年度　２回、令和５年度　４回

決算額
(千円)

319 196 403
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業概要

国民健康保険運営協議会

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 国民健康保険事業 所管部局 健康医療部

7 所管
室課

国民健康保険課 事業名 国民健康保険運営協議会事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

診療報酬明細書（レセプト）等の審査手数料を大阪府国民健康保険
団体連合会に支払った。

・診療報酬審査支払手数料、レセプト電算処理システム手数料
　令和３年度…1,151,230件、令和４年度…1,140,788件、
　令和５年度…1,021,631件

・柔道整復施術療養費審査支払手数料
　令和３年度…36,346件、令和４年度…35,773件、
　令和５年度…30,577件

・はり、きゅう及びあん摩・マッサージ施術療養費審査支払手数料
　令和３年度…5,018件、令和４年度…4,873件、
　令和５年度…4,532件

決算額
(千円)

57,089 56,729 55,151
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

審査支払手数料支払

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

10 所管
室課

国民健康保険課 事業名 審査支払手数料支払事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

一般被保険者が、やむを得ない事情で、保険医療機関等で被保険者
証が提示できずに、自費で受診したときなど、支払った費用から一
部負担金を除いた額を支給した。

　令和３年度…42,987件　令和４年度…42,377件、
　令和５年度…39,993件

決算額
(千円)

326,910 314,268 295,654
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業概要

一般被保険者療養費支払

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 国民健康保険事業 所管部局 健康医療部

9 所管
室課

国民健康保険課 事業名 一般被保険者療養費支払事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

一般被保険者が１年間に支払った医療費及び介護サービス費の自己
負担金の額が一定の限度額を超えたときに、その超えた額を支給し
た。

　令和３年度…87件、令和４年度…88件、令和５年度…84件

決算額
(千円)

2,193 2,380 1,721
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

一般被保険者高額介護合算療養費

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

12 所管
室課

国民健康保険課 事業名 一般被保険者高額介護合算療養費事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

一般被保険者が、同月内に医療機関に支払った自己負担金の額が一
定の限度額を超えたときに、その超えた額を支給した。

　令和３年度…60,536件、令和４年度…59,374件、
　令和５年度…57,824件

決算額
(千円)

2,861,938 2,883,862 2,935,477
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業概要

一般被保険者高額療養費給付

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 国民健康保険事業 所管部局 健康医療部

11 所管
室課

国民健康保険課 事業名  一般被保険者高額療養費給付事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

被保険者が出産したとき出産育児一時金を支給した。また、出産育
児一時金の直接支払制度の実施に伴う手数料を大阪府国民健康保険
団体連合会に支払った。

・出産育児一時金支給件数
　令和３年度…182件、令和４年度…164件、令和５年度…151件

・出産育児一時金手数料支払件数
　令和３年度…173件　令和４年度…154件、令和５年度…134件

決算額
(千円)

77,660 66,225 73,493
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

出産育児一時金支払

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

14 所管
室課

国民健康保険課 事業名 出産育児一時金支払事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

疾病や負傷で移動が困難な被保険者が、治療上の必要から、医師の
指示によって緊急やむを得ず他の病院に転院したときなどに、移送
に要した費用を支給する。

　令和３年度…０件、令和４年度…０件、令和５年度…０件

決算額
(千円)

0 0 0
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業概要

一般被保険者移送費支払

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 国民健康保険事業 所管部局 健康医療部

13 所管
室課

国民健康保険課 事業名 一般被保険者移送費支払事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

被保険者が、条例で定める精神医療又は結核医療を受けたときの一
部負担金の一部を支給した。

　令和３年度…41,034件、令和４年度…41,797件、
　令和５年度…43,396件

決算額
(千円)

50,528 50,082 51,256
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

精神・結核医療給付

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

16 所管
室課

国民健康保険課 事業名 精神・結核医療給付事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

被保険者が死亡したとき、葬祭を行う者に対し葬祭費を支給した。

　令和３年度…372件、令和４年度…362件、令和５年度…361件

決算額
(千円)

18,600 18,100 18,050
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業概要

葬祭費支払

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 国民健康保険事業 所管部局 健康医療部

15 所管
室課

国民健康保険課 事業名 葬祭費支払事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度
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■

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

国民健康保険制度の財政運営の都道府県化により、府内市町村の保
険給付費等の支出に対する必要額を事業費納付金として負担するも
ので、一般被保険者医療給付費分に係る保険料及び市負担金を事業
費納付金として支払った。

決算額
(千円)

7,036,715 7,232,051 7,322,620
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

一般被保険者医療給付費分支払

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

18 所管
室課

国民健康保険課 事業名 一般被保険者医療給付費分支払事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

被保険者が新型コロナウイルス感染症に感染または発熱等の症状が
あり感染が疑われる場合に、その療養のために就労することができ
ず、勤務先から給与の全部または一部を受けることができなくなっ
た場合に、傷病手当金を支給した。
（適用期間は令和2年1月1日～令和5年5月7日。労務に服することが
できなくなった日ごとに、その翌日から2年で時効。）

　令和３年度…37件　令和４年度…191件、令和５年度…11件

決算額
(千円)

1,307 6,189 224
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業概要

傷病手当金支払

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 国民健康保険事業 所管部局 健康医療部

17 所管
室課

国民健康保険課 事業名 傷病手当金支払事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

国民健康保険制度の財政運営の都道府県化により、府内市町村の保
険給付費等の支出に対する必要額を事業費納付金として負担するも
ので、介護納付金分に係る保険料及び市負担金を事業費納付金とし
て支払った。

決算額
(千円)

759,536 770,243 800,347
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

介護納付金分支払

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

20 所管
室課

国民健康保険課 事業名 介護納付金分支払事業

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

国民健康保険制度の財政運営の都道府県化により、府内市町村の保
険給付費等の支出に対する必要額を事業費納付金として負担するも
ので、一般被保険者後期高齢者等支援金等分に係る保険料及び市負
担金を事業費納付金として支払った。

決算額
(千円)

2,093,247 2,065,753 2,226,178
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業概要

一般被保険者後期高齢者支援金等分支払

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 国民健康保険事業 所管部局 健康医療部

19 所管
室課

国民健康保険課 事業名 一般被保険者後期高齢者支援金等分支払事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

今後の実施計画
の方向性・内容

決算額
(千円)

※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

22 所管
室課

国民健康保険課 事業名

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

特になし。 今後の実施計画
の方向性・内容

継続

退職者医療制度の対象者把握に要する事務費用を共同で負担するた
め、大阪府国民健康保険団体連合会に対し拠出金を負担した。
令和３年度の支出額は439円。

決算額
(千円)

0 1 1
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業概要

共同事業拠出金支払

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 国民健康保険事業 所管部局 健康医療部

21 所管
室課

国民健康保険課 事業名 共同事業拠出金支払事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営

11/11



□

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

今後の実施計画
の方向性・内容

決算額
(千円)

※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

所管
室課

事業名

事業概要

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

電子申込システムを導入し、一部の申請
は電子申込システムで申請されている
が、更なる窓口の混雑緩和に繋がるよう
に、電子申込システムを活用した申請が
あることを広く周知する必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

国民年金システム標準
化に向けた準備を進め
る。

（１）資格関係異動処理件数（件）
令和３年度…3,657、令和４年度…3,948、令和5年度…4,010

（２）免除受付件数（件）
令和３年度…2,244、令和４年度…2,689、令和5年度…2,376

（３）給付受付件数（件）
令和３年度…322、令和４年度…324、令和5年度…323

（４）相談事業（件）
令和３年度…12,437、令和４年度…12,899、令和5年度…14,241

決算額
(千円)

30,466 23,246 22,911
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
0.0 0.0

事業概要

資格適用、免除、給付、相談

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 国民年金事業 所管部局 市民部

1 所管
室課

市民課 事業名 国民年金事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度
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■

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

28.4

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

支援が必要な方を早期に把握し、相談支
援につなげるために、アウトリーチの充
実を図っており、今後も継続して取り組
んでいくことが必要である。また、制度
の周知や他の関係機関との連携の強化を
進めていく。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

（１）生活困窮者自立支援相談支援
　生活困窮者に対して、就労等の自立に関する相談支援を行った。
　・令和５年度新規相談件数・・・646件
（２）生活困窮者住居確保支援
　離職等により住宅を失う、又は失う恐れのある生活困窮者に対し
て家賃の給付を行った。
　・令和５年度利用者数・・・22人
（３）生活困窮者一時生活支援
　住居のない生活困窮者に緊急一定的に宿泊場所を提供した。
　・令和５年度利用者数・・・30人
（４）生活困窮者就労準備支援
　生活困窮者等に対して、就労に向けた基礎能力の形成等、就労準
備の支援を行った。
　・令和５年度延べ利用者数・・・650人
（５）生活困窮者家計改善支援
　家計に課題を抱える生活困窮者等に対して、必要な情報提供や専
門的な助言・指導等の支援を行った。
　・令和５年度利用世帯数・・・11世帯
（６）アウトリーチ等の充実による自立相談支援
　社会参加に向け、より丁寧な対応を必要とする方等への支援を強
化するためにアウトリーチの充実を図った。
　・令和５年度延べアウトリーチ件数・・・470件

決算額
(千円)

156,469 114,532 47,540
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
9.2 11.0

生活困窮者自立相談支援、生活困窮者住居確保支援、生活困窮者一時生活支援、生活困窮者就労準備支援、生活困窮者家計改善支援、
アウトリーチ等の充実による自立相談支援

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

2 所管
室課

生活福祉室 事業名 生活困窮者自立支援事業

事業概要

100.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

対象人数は少ないものの子供たちが将来
への希望を持ち、今後の社会生活を送っ
ていく意識・意欲を向上させる一助で
行っている。
複数の施設から対象者が集い激励行事を
行うことにより、1名での参加となる児
童が参加しにくい状況となる場合がある
ことが課題のひとつである。
今後もより効果的な事業とするために、
その手法等については検討していく必要
がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

児童養護施設等に入所する中学３年生を対象として、義務教育を終
える中学校卒業を機に、この先自立した社会生活を送ることができ
るよう応援する意味を込めて事業を実施。次世代を担う子供たちに
良い心理的効果を与えている。
・対象施設及び児童数
　令和３年度・・・３施設（１６名），令和４年度・・・３施設
（１１名），令和５年度・・・３施設（１８名）

決算額
(千円)

366 172 191
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
100.0 100.0

事業概要

児童養護施設等入所者支援

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 生活援護事業 所管部局 福祉部

1 所管
室課

生活福祉室 事業名 児童養護施設等入所者支援事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度
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□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

□

□ 有効性

□ 効率性

□ 公平性

■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

0.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

令和６年度においても、令和６年度非課
税世帯や均等割のみ世帯になる世帯や調
整給付等への給付も行う必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

（１）令和5年度住民税非課税世帯支援給付金（3万円）
　　　　令和5年度支給件数　　40,805件
（２）令和5年度住民税非課税世帯支援給付金（7万円）
　　　　令和5年度支給件数　　40,053件
（３）令和5年度住民税均等割のみ世帯支援給付金(10万円）
　　　　令和5年度支給件数　　　3,356件
（４）上記に（2）（3）に係るこども加算分（5万円）
　　　　令和5年度支給人数　　　4,532人
    ＊（２）（３）（４）は令和6年度にわたって実施

決算額
(千円)

- - 4,759,602
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
- -

令和５年度住民税非課税世帯及び均等割のみ世帯等に対する支援給付金給付事業

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

4 所管
室課

生活福祉室 事業名 低所得者支援給付金給付事業

事業概要

21.5

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

本事業は国の法定受託事務であり、対象
者は高齢化が進み減少している。日本語
でのコミュニケーションが難しい方も多
く、中国語に堪能な生活支援員の活用に
より、日常生活で生じる課題を十分に把
握し、通院や介護サービスの利用、介護
施設への入所など対象者に応じた速やか
な支援を進めていく必要がある。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

中国残留邦人等とその配偶者の方で、世帯の収入が一定の基準に満
たない方を対象に、経済的支援にあわせて日常生活上の課題解決に
向け、相談や助言を行う。
中国語に堪能な生活支援員を週２回配置し、家庭訪問や電話連絡を
通じて生活状況を把握、随時各関係機関と連携しながら支援を行っ
ている。
・令和５年度対象世帯・・・１０世帯

決算額
(千円)

51.049 53.422 40,482
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
24.3 24.4

事業概要

中国残留邦人生活支援

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 生活援護事業 所管部局 福祉部

3 所管
室課

生活福祉室 事業名 中国残留邦人生活支援事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度
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□

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

23.5

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

　生活保護事業世帯への支援体制の充実
を図るため、各種の研修、健康管理や子
供の健全育成などの専門支援員の導入を
行う一方、不正受給を未然に防ぐための
課税調査の徹底や、被保護者の義務につ
いての定期的な説明といった取組みも
行っている。
　しかし、職員体制の充実や、経験や知
識の蓄積による資質の向上などが課題と
なっている。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

　生活保護の受給者に対し、生活・住宅・教育・介護・医療・出
産・生業・葬祭の各扶助を給付し、最低限度の生活の保障を図って
いる。
　受給者数は令和４年度以降増加に転じ、令和５年度においても令
和４年度に比べ、保護世帯数は約70件、保護人員は約50人の増加と
なった。

令和６年３月末時点
・被保護世帯数・・・4,508世帯
・被保護人員・・・5,692人

決算額
(千円)

9,778,482 10,115,784 10,448,694
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
24.0 24.8

生活保護費支給

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

2 所管
室課

生活福祉室 事業名 生活保護事業

事業概要

90.9

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

　生活保護業務のICT化が求められてい
る中、電子化担当を１名配置し、取組を
進めている。
　令和５年度には電子決裁及び電子ファ
イリング機能を搭載した新システムを導
入。
　令和７年度中に標準化への対応が必要
なため、引き続き取組を進める。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

　生活保護費の支給業務に必要となる生活保護システムの保守・管
理を実施。生活保護制度に影響を与える法令や制度の改正が例年発
生することに伴い、その都度新制度に対応したシステムの改修を
行っている。
　令和５年度においては、電子決裁及び電子ファイリング機能を搭
載した新システムを導入した。

決算額
(千円)

2,679 8,267 66,477
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
100.0 100.0

事業概要

生活保護システム管理

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 生活保護事業 所管部局 福祉部

1 所管
室課

生活福祉室 事業名 生活保護システム事業
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□

□ 有効性

□ 効率性

■ 公平性

□ 持続可能性

□

□ 有効性

■ 効率性

□ 公平性

□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　当該年度で廃止した事業、繰出事業などはこちらに記入。

所管室課 事業名 所管室課 事業名

100.0

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

債権管理に必要な知識やノウハウの獲
得・継承が難しいことに加え、生活保護
廃止後の債務者については、貯金等の資
産に余裕がなく、分割での納付であって
も納期限内に返還ができない場合が多
い。債務の支払いにより生活保護の再申
請に至ることも想定されるため、対応に
苦慮している。
また、生活保護システムが、債権管理に
適しておらず、督促状や催告書の作成、
発送をエクセルで管理している。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

納期限通りに債務の納付がない対象者へ、督促状及び催告書を発
行。
臨戸訪問も実施している。

・令和５年度の発行件数
　法第63条返還金・・・催告書193通、督促状598通
　法第78条徴収金・・・催告書120通、督促状354通

決算額
(千円)

64 88 50
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
100.0 100.0

生活保護費返還金等滞納整理

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

4 所管
室課

生活福祉室 事業名 生活保護費返還金等滞納整理事業

事業概要

45.3

事業自体の課題や対応状況・
施策推進への貢献に関する課題

　就労支援事業について、就労支援専門
員を活用しつつ、さらに効果を高めるた
めハローワークとの連携を強化する。
　面接相談と年金調査については、適切
な支援を行えているため、事業の適正実
施を維持できるよう努める。
　また、医療扶助適正化等事業につい
て、健康管理支援システムの拡充等さら
なる連携の強化を検討し、迅速かつ適切
な健康管理支援ができるよう事業の充実
に努める。

今後の実施計画
の方向性・内容

継続

（１）生活保護受給者就労支援事業
　就労支援専門員を配置し、生活保護受給者の就労支援を行うこと
により、被保護者の自立を促進する。
　・事業利用者における就職者数・・・利用者50名のうち就職者29
名

（２）生活保護認定等適正実施事業
　面接相談専門員を配置し、相談者に対して生活保護制度の説明を
行う他、社会保障施策活用の案内等きめ細かな支援を行う。また、
年金調査員を配置し、被保護世帯等の年金受給資格の有無を調査
し、年金受給のための必要な支援を行う。
　・面接相談件数・・・2,148件
　・年金調査員の支援による年金受給開始件数・・・支援件数316件
のうち年金受給開始90件

（３）医療扶助適正化等事業
　健康管理支援員の配置等により、医療機関への頻回受診、重複受
診の適正化や生活習慣病の未然防止など、医療に係る生活保護の適
正実施を図る。
　・健康管理事業支援件数・・・521人

決算額
(千円)

44,237 49,173 51,496
※課題があるものは■

市民ニーズ、社会的役割

一般財源
の

比率(％)
46.2 45.5

事業概要

（１）生活保護受給者就労支援事業、（２）生活保護認定等適正実施事業、（３）医療扶助適正化等事業

活動実績 年度 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 評価の視点

管理事業 生活保護事業 所管部局 福祉部

3 所管
室課

生活福祉室 事業名 生活保護適正実施推進事業

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和５年度

施策コード 332 施策 生活困窮者への支援と社会保障制度の適正な運営
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